
 

平成 22 年８月 30 日 

各  位 
会 社 名 株式会社コネクトテクノロジーズ 

代表者名 代表取締役会長兼ＣＥＯ 堀口 利美 

（コード：3736 東証マザーズ） 

問合せ先 執行役員ＣＦＯ 

兼経営管理統括本部長 長倉 統己 

（ＴＥＬ：03－5332－6110） 

 

（訂正）「平成 1８年８月期中間決算短信（連結）・個別中間財務諸表の概要」の一部訂正について 

 

当社は、平成 22 年 8 月 23 日付「調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、 

各事業年度の財務諸表について改めて会計監査を受け、修正内容が確定次第、過年度決算の訂正を

行う旨、お知らせいたしました。 

このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので、以下のとおりご報告いたし

ます。 

詳細な訂正理由等につきましては８月 27 日に開示しております「訂正有価証券報告書等の提出完

了に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから訂正前と訂正後をそれぞれ記載し、訂正箇所には 

     を付して表示しております。 



  

１．平成18年２月中間期の連結業績（平成17年９月１日～平成18年２月28日） 

<訂正前>  

  

  

平成18年８月期 中間決算短信（連結） 

(1）連結経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年２月中間期  1,274 76.0 △166 ―  △172  ―

17年２月中間期  724 ― 36 ―  0 ―

17年８月期  2,314   352    278   

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 

18年２月中間期  △166 △90.4 △3,726 23  ― ―

17年２月中間期  △1,727 ― △47,735 09  ― ―

17年８月期  △1,596   △41,711 25  ― ―
（注）①持分法投資損益 18年２月中間期 ―百万円 17年２月中間期 ―百万円 17年８月期 ―百万円

②期中平均株式数 (連結) 18年２月中間期 44,615株 17年２月中間期 36,189株 17年８月期 38,271株
③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 
⑤平成17年２月中間期より連結財務諸表を作成しているため、前中間期の対前年中間期増減率については記載しておりません。 
⑥潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが、１株当たり中間（当期）純損失が計上され
ているため記載しておりません。 

(2）連結財政状態  （百万円未満切捨）

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年２月中間期  6,337 5,663  89.4  126,641 07

17年２月中間期  5,930 2,729  46.0  71,107 21

17年８月期  6,619 4,919  74.3  116,706 06
（注）期末発行済株式数（連結） 18年２月中間期 44,724株 17年２月中間期 38,386株 17年８月期 42,151株
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<訂正後>  

  

  

(1）連結経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年２月中間期  1,179 62.9 △261 ―  △267  ―

17年２月中間期  724 ― 36 ―  0 ―

17年８月期  2,184   222    148   

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 

18年２月中間期  △261 ― △5,855 56  ― ―

17年２月中間期  △1,727 ― △47,735 09  ― ―

17年８月期  △1,726   △45,121 14  ― ―
（注）①持分法投資損益 18年２月中間期 ―百万円 17年２月中間期 ―百万円 17年８月期 ―百万円

②期中平均株式数 (連結) 18年２月中間期 44,615株 17年２月中間期 36,189株 17年８月期 38,271株
③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 
⑤平成17年２月中間期より連結財務諸表を作成しているため、前中間期の対前年中間期増減率については記載しておりません。 
⑥潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが、１株当たり中間（当期）純損失が計上され
ているため記載しておりません。 

(2）連結財政状態  （百万円未満切捨）

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年２月中間期  6,337 5,438  85.8  121,599 04

17年２月中間期  5,930 2,729  46.0  71,107 21

17年８月期  6,488 4,788  73.8  113,610 05
（注）期末発行済株式数（連結） 18年２月中間期 44,724株 17年２月中間期 38,386株 17年８月期 42,151株
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<訂正前>  

(1）当中間連結会計期間の概況（平成17年９月１日～平成18年２月28日） 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加により徐々に景気回復の兆しを見せているとい

えます。 

 そのような中、当社グループを取り巻く環境といたしましては、非接触ＩＣ機能等、携帯電話の新機能を利用した

リアルサービスとの連携を実現するためのソリューション提供が順次始まっている段階にあり、当業界においてこれ

まで培ってきたポジショニングを生かし、徐々に当社の技術を収益として実現していくフェーズに入ってきている状

況にあるといえます。 

 プロジェクトの大型化、長期化による管理コストの増大や、顧客からの要求レベルの変化に伴う開発体制の見直し

等により、一時的に利益率が低下する結果となっておりますが、当社グループがより効果的に機能する市場環境にな

ってきているものと認識しており、広がりを見せる市場に対してグループとして適切に対応していくことが重要であ

ると考えております。  

 事業の種類別セグメントの概況といたしましては以下のとおりであります。 

（システムソリューション事業） 

 システムソリューション事業につきましては、エンターテイメント系の開発が徐々に減少していく中、非接触Ｉ

Ｃ等携帯電話の新機能を利用した新たなサービスを実現するためのソリューション提供のほか、子会社のシステム

開発事業が売上高に寄与しております。しかしながら当該プロジェクトにつきましては規模が大型化、長期化する

傾向にあり、顧客からの要求レベルの高度化に伴い、現在社内の開発体制の見直しと整備をはかっている状況にあ

ります。この結果、当事業の売上高は541百万円（前年同期比 99.7%増）、営業利益は15百万円（前年同期

比 77.1%減）となりました。 

（プロダクツ事業） 

 プロダクツ事業に関しましては、従来収益の大きな柱となっておりましたソフトウェアプロダクトの販売が落ち

込んでいる上、本来、当中間連結会計期間に予定しておりました新製品のリリースも遅延している状況にありま

す。結果、当事業からの売上高は333百万円（前年同期比 5.3%減）、営業利益は122百万円（前年同期比 14.2%

減）となりました。 

（コンサルティング事業） 

 コンサルティング事業につきましては、当社開発リソース逼迫の影響により他の事業へのリソース配分を優先し

た結果、当事業の売上高は90百万円（前年同期比 10.6%減）、営業利益は27百万円（前年同期比 43.1%減）となり

ました。 

（サービス事業） 

 サービス事業につきましては、子会社の株式会社インクルーズによるモバイル向け広告事業を中心としたもので

あり、当事業の売上高は309百万円（前年同期は実績なし）、営業損失は0百万円（前年同期は実績なし）となりま

した。当中間連結会計期間前半における人員確保及び社内体制整備の遅れが収益に影響しておりますが、昨今景気

回復に伴って広告需要は増加基調にあり、当社グループといたしましては、今後ともこの事業の強化を重要課題と

して取り組んでいく方針であります。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,274百万円（前年同期比76.0%増）、経常損失172百万円（前年

同期は0百万円の利益）、中間純損失166百万円（前年同期比90.4%減）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの名称を変更しております。変更の内容については、「注

記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

  

３．経営成績及び財政状態
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<訂正後>  

(1）当中間連結会計期間の概況（平成17年９月１日～平成18年２月28日） 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加により徐々に景気回復の兆しを見せているとい

えます。 

 そのような中、当社グループを取り巻く環境といたしましては、非接触ＩＣ機能等、携帯電話の新機能を利用した

リアルサービスとの連携を実現するためのソリューション提供が順次始まっている段階にあり、当業界においてこれ

まで培ってきたポジショニングを生かし、徐々に当社の技術を収益として実現していくフェーズに入ってきている状

況にあるといえます。 

 プロジェクトの大型化、長期化による管理コストの増大や、顧客からの要求レベルの変化に伴う開発体制の見直し

等により、一時的に利益率が低下する結果となっておりますが、当社グループがより効果的に機能する市場環境にな

ってきているものと認識しており、広がりを見せる市場に対してグループとして適切に対応していくことが重要であ

ると考えております。  

 事業の種類別セグメントの概況といたしましては以下のとおりであります。 

（システムソリューション事業） 

 システムソリューション事業につきましては、エンターテイメント系の開発が徐々に減少していく中、非接触Ｉ

Ｃ等携帯電話の新機能を利用した新たなサービスを実現するためのソリューション提供のほか、子会社のシステム

開発事業が売上高に寄与しております。しかしながら当該プロジェクトにつきましては規模が大型化、長期化する

傾向にあり、顧客からの要求レベルの高度化に伴い、現在社内の開発体制の見直しと整備をはかっている状況にあ

ります。この結果、当事業の売上高は541百万円（前年同期比 99.7%増）、営業利益は15百万円（前年同期

比 77.1%減）となりました。 

（プロダクツ事業） 

 プロダクツ事業に関しましては、従来収益の大きな柱となっておりましたソフトウェアプロダクトの販売が落ち

込んでいる上、本来、当中間連結会計期間に予定しておりました新製品のリリースも遅延している状況にありま

す。結果、当事業からの売上高は238百万円（前年同期比 32.3%減）、営業利益は27百万円（前年同期比 80.5%

減）となりました。 

（コンサルティング事業） 

 コンサルティング事業につきましては、当社開発リソース逼迫の影響により他の事業へのリソース配分を優先し

た結果、当事業の売上高は90百万円（前年同期比 10.6%減）、営業利益は27百万円（前年同期比 43.1%減）となり

ました。 

（サービス事業） 

 サービス事業につきましては、子会社の株式会社インクルーズによるモバイル向け広告事業を中心としたもので

あり、当事業の売上高は309百万円（前年同期は実績なし）、営業損失は0百万円（前年同期は実績なし）となりま

した。当中間連結会計期間前半における人員確保及び社内体制整備の遅れが収益に影響しておりますが、昨今景気

回復に伴って広告需要は増加基調にあり、当社グループといたしましては、今後ともこの事業の強化を重要課題と

して取り組んでいく方針であります。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,179百万円（前年同期比62.9%増）、経常損失267百万円（前年

同期は0百万円の利益）、中間純損失261百万円（前年同期比84.9%減）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの名称を変更しております。変更の内容については、「注

記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 
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<訂正前>  

(2）財政状態 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少額187百万円及

び長期借入れによる収入100百万円等があったものの、税金等調整前中間純損失187百万円、投資有価証券の取得に

よる支出790百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出226百万円等により、前連結会計年度末

に比べ1,336百万円減少し（前年同期は2,734百万円の増加）、当中間連結会計期間末には1,890百万円となりまし

た。 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は179百万円（前年同期は53百万円の減少）となり

ました。これは主に、売上債権の減少額187百万円、仕入債務の増加額44百万円等の増加原因に対し、税金等調

整前中間純損失187百万円、法人税等の支払額149百万円及びたな卸資産の増加額95百万円等の減少要因があった

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は1,207百万円（前年同期は2,199百万円の減少）と

なりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出790百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出226百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は43百万円（前年同期は4,987百万円の増加）とな

りました。これは主に、長期借入金の返済による支出90百万円等の減少要因があったものの、長期借入れによる

収入100百万円及び少数株主の払込による収入57百万円等の増加要因によるものであります。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用して

おります。 

 ２ 平成17年２月中間期及び平成18年２月中間期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業

キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

  

  17年２月中間期 18年２月中間期 17年８月期

  
（自 平成16年９月１日
至 平成17年２月28日）

（自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日） 

（自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日）

自己資本比率（％）  46.0  89.4  74.3

時価ベースの自己資本比率（％）  437.5  334.5  277.6

債務償還年数（年）  ―  ―  2.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ―  ―  29.6
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<訂正後>  

(2）財政状態 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、預り金の増加額221百万円及び

長期借入れによる収入100百万円等があったものの、税金等調整前中間純損失282百万円、投資有価証券の取得によ

る支出790百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出226百万円等により、前連結会計年度末に

比べ1,336百万円減少し（前年同期は2,734百万円の増加）、当中間連結会計期間末には1,890百万円となりまし

た。 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は179百万円（前年同期は53百万円の減少）となり

ました。これは主に、売上債権の減少額56百万円、仕入債務の増加額44百万円及び預り金の増加額221百万円等

の増加原因に対し、税金等調整前中間純損失282百万円、法人税等の支払額149百万円及びたな卸資産の増加額95

百万円等の減少要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は1,207百万円（前年同期は2,199百万円の減少）と

なりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出790百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出226百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は43百万円（前年同期は4,987百万円の増加）とな

りました。これは主に、長期借入金の返済による支出90百万円等の減少要因があったものの、長期借入れによる

収入100百万円及び少数株主の払込による収入57百万円等の増加要因によるものであります。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用して

おります。 

 ２ 平成17年２月中間期及び平成18年２月中間期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業

キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

   

  17年２月中間期 18年２月中間期 17年８月期

  
（自 平成16年９月１日
至 平成17年２月28日）

（自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日） 

（自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日）

自己資本比率（％）  46.0  85.8  73.8

時価ベースの自己資本比率（％）  437.5  334.5  283.2

債務償還年数（年）  ―  ―  2.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ―  ―  29.6
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 (1) 中間連結貸借対照表 

 <訂正前> 

  

４．中間連結財務諸表等

    
前中間連結会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部）                                         

Ⅰ 流動資産                                         

１．現金及び預金        4,491,863         1,890,336          3,226,588     

２．受取手形及び売掛金        371,875         360,081          545,111     

３．たな卸資産        74,520         147,647          51,583     

４．その他        18,166         76,754          43,360     

貸倒引当金        △15,538         △16,734          △16,901     

流動資産合計        4,940,887 83.3     2,458,086 38.8      3,849,743 58.2

Ⅱ 固定資産                                         

１．有形固定資産 ※      45,975         284,095          263,363     

２．無形固定資産                                         

 (1) 連結調整勘定    ―         226,277          ―         

 (2) その他    111,762 111,762     197,475 423,753      152,710 152,710     

３．投資その他の資産                                         

(1) 投資有価証券    706,181         3,046,986          2,262,196         

(2) その他    125,829 832,010     124,362 3,171,348      91,334 2,353,530     

固定資産合計        989,748 16.7     3,879,197 61.2      2,769,605 41.8

資産合計        5,930,635 100.0     6,337,283 100.0      6,619,348 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部）                                         

Ⅰ 流動負債                                         

１．買掛金        209,170         176,318          131,590     

２．短期借入金        58,334         90,000          115,334     

３．１年内返済予定長期
借入金        14,994         30,288          29,760     

４．賞与引当金        7,248         3,000          8,843     

５．その他        98,808         86,399          285,753     

流動負債合計        388,555 6.6     386,005 6.1      571,281 8.6

Ⅱ 固定負債                                         

１．転換社債型新株予約
権付社債        2,760,000         ―          900,000     

２．長期借入金        21,559         104,807          95,610     

３．退職給付引当金        12,160         15,712          14,655     

４．その他        18,839         119,100          118,524     

固定負債合計        2,812,558 47.4     239,619 3.8      1,128,789 17.1

負債合計        3,201,114 54.0     625,625 9.9      1,700,070 25.7

                                          

（少数株主持分）                                         

少数株主持分        ― ―     47,762 0.7      ― ―

                                          

（資本の部）                                         

Ⅰ 資本金        1,873,486 31.6     3,261,679 51.4      2,806,287 42.4

Ⅱ 資本剰余金        2,152,930 36.3     3,536,507 55.8      3,084,412 46.6

Ⅲ 利益剰余金        △1,317,063 △22.2     △1,352,155 △21.3      △1,185,909 △17.9

Ⅳ その他有価証券評価差
額金        28,155 0.5     183,564 2.9      187,063 2.8

Ⅴ 為替換算調整勘定        4,284 0.0     48,869 0.8      41,550 0.6

Ⅵ 自己株式        △12,272 △0.2     △14,570 △0.2      △14,127 △0.2

資本合計        2,729,521 46.0     5,663,895 89.4      4,919,277 74.3

負債、少数株主持分及
び資本合計        5,930,635 100.0     6,337,283 100.0      6,619,348 100.0
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 <訂正後>  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部）                                         

Ⅰ 流動資産                                         

１．現金及び預金        4,491,863         1,890,336          3,226,588     

２．受取手形及び売掛金        371,875         360,081          414,611     

３．たな卸資産        74,520         147,647          51,583     

４．その他        18,166         76,754          43,360     

貸倒引当金        △15,538         △16,734          △16,901     

流動資産合計        4,940,887 83.3     2,458,086 38.8      3,719,243 57.3

Ⅱ 固定資産                                         

１．有形固定資産 ※      45,975         284,095          263,363     

２．無形固定資産                                         

 (1) 連結調整勘定    ―         226,277          ―         

 (2) その他    111,762 111,762     197,475 423,753      152,710 152,710     

３．投資その他の資産                                         

(1) 投資有価証券    706,181         3,046,986          2,262,196         

(2) その他    125,829 832,010     124,362 3,171,348      91,334 2,353,530     

固定資産合計        989,748 16.7     3,879,197 61.2      2,769,605 42.7

資産合計        5,930,635 100.0     6,337,283 100.0      6,488,848 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部）                                         

Ⅰ 流動負債                                         

１．買掛金        209,170         176,318          131,590     

２．短期借入金        58,334         90,000          115,334     

３．１年内返済予定長期
借入金        14,994         30,288          29,760     

４．預り金        ―         235,708          ―     

５．賞与引当金        7,248         3,000          8,843     

６．その他        98,808         76,191          285,753     

流動負債合計        388,555 6.6     611,505 9.6      571,281 8.8

Ⅱ 固定負債                                         

１．転換社債型新株予約
権付社債        2,760,000         ―          900,000     

２．長期借入金        21,559         104,807          95,610     

３．退職給付引当金        12,160         15,712          14,655     

４．その他        18,839         119,100          118,524     

固定負債合計        2,812,558 47.4     239,619 3.8      1,128,789 17.4

負債合計        3,201,114 54.0     851,125 13.4      1,700,070 26.2

                                          

（少数株主持分）                                         

少数株主持分        ― ―     47,762 0.8      ― ―

                                          

（資本の部）                                         

Ⅰ 資本金        1,873,486 31.6     3,261,679 51.4      2,806,287 43.3

Ⅱ 資本剰余金        2,152,930 36.3     3,536,507 55.8      3,084,412 47.5

Ⅲ 利益剰余金        △1,317,063 △22.2     △1,577,655 △24.9      △1,316,409 △20.3

Ⅳ その他有価証券評価差
額金        28,155 0.5     183,564 2.9      187,063 2.9

Ⅴ 為替換算調整勘定        4,284 0.0     48,869 0.8      41,550 0.6

Ⅵ 自己株式        △12,272 △0.2     △14,570 △0.2      △14,127 △0.2

資本合計        2,729,521 46.0     5,438,395 85.8      4,788,777 73.8

負債、少数株主持分及
び資本合計        5,930,635 100.0     6,337,283 100.0      6,488,848 100.0
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(2) 中間連結損益計算書 

<訂正前> 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結損益計算書 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円）
百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高         724,313 100.0     1,274,934 100.0      2,314,889 100.0

Ⅱ 売上原価         465,031 64.2     870,205 68.3      1,275,974 55.1

売上総利益         259,281 35.8     404,729 31.7      1,038,914 44.9

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 ※１       223,141 30.8     571,719 44.8      686,309 29.7

営業利益又は営
業損失（△）         36,140 5.0     △166,990 △13.1      352,605 15.2

Ⅳ 営業外収益                                          

１．受取利息    351          224          657         

２．受取配当金    275          600          277         

３．為替差益    ―          885          ―         

４．その他    ―  626 0.1 1,073 2,783 0.2  711 1,646 0.1

Ⅴ 営業外費用                                          

  １．支払利息    ―          3,658          3,124         

２．創立費償却    ―          971          ―         

３．開業費償却    3,871          ―          4,110         

４．新株発行費    8,731          3,277          17,144         

５．社債発行費    7,380          ―          7,380         

６．企業買収関連費
用    12,793          ―          12,793         

７．為替差損    3,201          ―          30,782         

８．その他    ―  35,977 5.0 390 8,298 0.6  1 75,335 3.3

経常利益又は経
常損失（△）         789 0.1     △172,505 △13.5      278,915 12.0

 Ⅵ 特別利益                                          

１．固定資産売却益 ※２  ―          ―          19,650         

２．貸倒引当金戻入
益    ―          166          512         

３．持分変動利益    ―  ― ― 9,000 9,166 0.7  ― 20,162 0.9

Ⅶ 特別損失                                          

  １．固定資産除却損 ※３  ―          2,654          297         

２．本社移転費用    3,597          ―          23,850         

３．関係会社出資金
評価損    ―          9,496          23,174         

４．固定資産臨時償
却費 ※４  ―          11,514          ―         

５．連結調整勘定償
却額    1,713,705  1,717,302 237.1 ― 23,665 1.9  1,713,705 1,761,027 76.1

税金等調整前中
間（当期）純損
失 

        1,716,513 △237.0     187,003 △14.7      1,461,949 △63.2

法人税、住民税
及び事業税    1,507          8,720          151,849         

法人税等調整額    9,463  10,971 1.5 △29,240 △20,520 △1.6  △17,467 134,381 5.8

少数株主損失         ― ―     237 0.1      ― ―

中間（当期）純
損失         1,727,485 △238.5     166,245 △13.0      1,596,331 △69.0
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 <訂正後>  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
要約連結損益計算書 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円）
百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高         724,313 100.0     1,179,934 100.0      2,184,389 100.0

Ⅱ 売上原価         465,031 64.2     870,205 73.8      1,275,974 58.4

売上総利益         259,281 35.8     309,729 26.2      908,414 41.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 ※１       223,141 30.8     571,719 48.4      686,309 31.4

営業利益又は営
業損失（△）         36,140 5.0     △261,990 △22.2      222,105 10.2

Ⅳ 営業外収益                                          

１．受取利息    351          224          657         

２．受取配当金    275          600          277         

３．為替差益    ―          885          ―         

４．その他    ―  626 0.1 1,073 2,783 0.2  711 1,646 0.1

Ⅴ 営業外費用                                          

  １．支払利息    ―          3,658          3,124         

２．創立費償却    ―          971          ―         

３．開業費償却    3,871          ―          4,110         

４．新株発行費    8,731          3,277          17,144         

５．社債発行費    7,380          ―          7,380         

６．企業買収関連費
用    12,793          ―          12,793         

７．為替差損    3,201          ―          30,782         

８．その他    ―  35,977 5.0 390 8,298 0.7  1 75,335 3.5

経常利益又は経
常損失（△）         789 0.1     △267,505 △22.7      148,415 6.8

 Ⅵ 特別利益                                          

１．固定資産売却益 ※２  ―          ―          19,650         

２．貸倒引当金戻入
益    ―          166          512         

３．持分変動利益    ―  ― ― 9,000 9,166 0.8  ― 20,162 0.9

Ⅶ 特別損失                                          

  １．固定資産除却損 ※３  ―          2,654          297         

２．本社移転費用    3,597          ―          23,850         

３．関係会社出資金
評価損    ―          9,496          23,174         

４．固定資産臨時償
却費 ※４  ―          11,514          ―         

５．連結調整勘定償
却額    1,713,705  1,717,302 237.1 ― 23,665 2.0  1,713,705 1,761,027 80.6

税金等調整前中
間（当期）純損
失 

        1,716,513 △237.0     282,003 △23.9      1,592,449 △72.9

法人税、住民税
及び事業税    1,507          8,720          151,849         

法人税等調整額    9,463  10,971 1.5 △29,240 △20,520 △1.8  △17,467 134,381 6.2

少数株主損失         ― ―     237 0.0      ― ―

中間（当期）純
損失         1,727,485 △238.5     261,245 △22.1      1,726,831 △79.1
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 (3) 中間連結剰余金計算書 

 <訂正前>  

  

 <訂正後>  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）                             

Ⅰ 資本剰余金期首残高        1,030,471     3,084,412      1,030,471

Ⅱ 資本剰余金増加高                             

１．新株予約権行使によ
る新株式の発行    1,122,459 1,122,459 452,095 452,095  2,053,941 2,053,941

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高        2,152,930     3,536,507      3,084,412

                              

（利益剰余金の部）                             

Ⅰ 利益剰余金期首残高        410,421     △1,185,909      410,421

Ⅱ 利益剰余金減少高                             

１．中間（当期）純損失    1,727,485 1,727,485 166,245 166,245  1,596,331 1,596,331

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高        △1,317,063     △1,352,155      △1,185,909

                              

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）                             

Ⅰ 資本剰余金期首残高        1,030,471     3,084,412      1,030,471

Ⅱ 資本剰余金増加高                             

１．新株予約権行使によ
る新株式の発行    1,122,459 1,122,459 452,095 452,095  2,053,941 2,053,941

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高        2,152,930     3,536,507      3,084,412

                              

（利益剰余金の部）                             

Ⅰ 利益剰余金期首残高        410,421     △1,316,409      410,421

Ⅱ 利益剰余金減少高                             

１．中間（当期）純損失    1,727,485 1,727,485 261,245 261,245  1,726,831 1,726,831

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高        △1,317,063     △1,577,655      △1,316,409
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 (4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 <訂正前> 

 後略 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日）

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー                

税金等調整前中間（当期）純損失   △1,716,513  △187,003 △1,461,949

減価償却費   14,026  53,482 43,519

連結調整勘定償却額   1,713,705  20,570 1,713,705

貸倒引当金の増減額   230  △166 1,593

賞与引当金の増減額   ―  △5,843 1,595

退職給付引当金の増減額   ―  1,056 2,495

受取利息及び受取配当金   △626  △957 △934

支払利息   ―  3,658 3,124

為替差損益   202  ― △367

新株発行費   8,731  3,277 17,144

社債発行費   7,380  ― 7,380

開業費償却   3,871  ― 4,110

企業買収関連費用   12,793  ― 12,793

固定資産臨時償却費   ―  11,514 ―

関係会社出資金評価損   ―  9,496 23,174

売上債権の増減額   △22,330  187,289 △199,267

たな卸資産の増減額   △10,254  △95,754 12,682

仕入債務の増減額   65,735  44,728 △14,050

未収消費税等及び未払消費税等の増減額   △16,505  △8,521 △11,577

その他   17,141  △63,277 84,829

小計   77,586  △26,451 240,000

 利息及び配当金の受取額   626  824 936

  利息の支払額   ―  △4,426 △3,500

 法人税等の支払額   △131,226  △149,535 △133,836

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △53,013  △179,587 103,599
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 <訂正後> 

 後略 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日）

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー                

税金等調整前中間（当期）純損失   △1,716,513  △282,003 △1,592,499

減価償却費   14,026  53,482 43,519

連結調整勘定償却額   1,713,705  20,570 1,713,705

貸倒引当金の増減額   230  △166 1,593

賞与引当金の増減額   ―  △5,843 1,595

退職給付引当金の増減額   ―  1,056 2,495

受取利息及び受取配当金   △626  △957 △934

支払利息   ―  3,658 3,124

為替差損益   202  ― △367

新株発行費   8,731  3,277 17,144

社債発行費   7,380  ― 7,380

開業費償却   3,871  ― 4,110

企業買収関連費用   12,793  ― 12,793

固定資産臨時償却費   ―  11,514 ―

関係会社出資金評価損   ―  9,496 23,174

売上債権の増減額   △22,330  56,789 △68,767

たな卸資産の増減額   △10,254  △95,754 12,682

仕入債務の増減額   65,735  44,728 △14,050

未収消費税等及び未払消費税等の増減額   △16,505  △8,521 △11,577

預り金の増減額   ―  221,615 ―

その他   17,141  △59,392 84,829

小計   77,586  △26,451 240,000

 利息及び配当金の受取額   626  824 936

  利息の支払額   ―  △4,426 △3,500

 法人税等の支払額   △131,226  △149,535 △133,836

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △53,013  △179,587 103,599
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<訂正前> 

当中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

 なお、各事業に含まれるプロジェクトの性質が変化してきたことを考慮し、当中間連結会計期間よりコン

テンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コンサルティング事業からコ

ンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。この変更による影響額はありません。 

  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

注記事項

④ セグメント情報

  

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

  
プロダクツ 
事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業 
（千円） 

サービス事業
（千円） 

  
計 

（千円） 

消去又 
は全社 
（千円） 

  
連結 
（千円） 

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

売上高 
 541,994  333,246  90,470 309,223  1,274,934  ―  1,274,934

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 5,022  ―  ― 2,070  7,092  △7,092  ―

計  547,016  333,246  90,470 311,293  1,282,026  △7,092  1,274,934

営業費用  531,624  210,308  62,683 312,229  1,116,846  325,078  1,441,924

営業利益  15,391  122,937  27,786 △936  165,179  △332,170  △166,990

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステ

ム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にす

るユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの

集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）と

いったソフトウエア、プロダクツとして提供する事業及

び、ハードウエアの設計、開発、販売等 

コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサー

ビス展開を検討している企業向けのコンサルティング及び

システム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当中間連結会計期間

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営

業費用の金額 
332,170 当社の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

  

コンテンツ
＆ソリュー
ション事業 
（千円） 

  
プロダクツ 
事業 
（千円） 

リサーチ＆
コンサルテ
ィング事業 
（千円） 

サービス事業
（千円） 

  
計 

（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

  
連結 
（千円） 

売上高                                   

(1）外部顧客に対する

売上高 
 1,165,240  716,322  257,049 176,277  2,314,889  ―  2,314,889

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 ―  3,255  ― 2,058  5,313  △5,313  ―

計  1,165,240  719,577  257,049 178,335  2,320,203  △5,313  2,314,889

営業費用  850,743  343,428  89,705 168,064  1,451,942  510,342  1,962,284

営業利益  314,497  376,149  167,343 10,270  868,260  △515,655  352,605

事業区分 事業内容 

コンテンツ＆ソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステ

ム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にす

るユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの

集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）と

いったソフトウエア、プロダクツとして提供する事業及

び、ハードウエアの設計、開発、販売等 

リサーチ＆コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサー

ビス展開を検討している企業向けのコンサルティング及び

システム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当連結会計年度
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営

業費用の金額 
512,600 当社の管理部門に係る費用であります。
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<訂正後> 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

 なお、各事業に含まれるプロジェクトの性質が変化してきたことを考慮し、当中間連結会計期間よりコン

テンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コンサルティング事業からコ

ンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。この変更による影響額はありません。 

  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

  
プロダクツ 
事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業 
（千円） 

サービス事業
（千円） 

  
計 

（千円） 

消去又 
は全社 
（千円） 

  
連結 
（千円） 

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

売上高 
 541,994  238,246  90,470 309,223  1,179,934  ―  1,179,934

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 5,022  ―  ― 2,070  7,092  △7,092  ―

計  547,016  238,246  90,470 311,293  1,187,026  △7,092  1,179,934

営業費用  531,624  210,308  62,683 312,229  1,116,846  325,078  1,441,924

営業利益又は営業

損失(△) 
 15,391  27,937  27,786 △936  70,179  △332,170  △261,990

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステ

ム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にす

るユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの

集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）と

いったソフトウエア、プロダクツとして提供する事業及

び、ハードウエアの設計、開発、販売等 

コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサー

ビス展開を検討している企業向けのコンサルティング及び

システム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当中間連結会計期間

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営

業費用の金額 
332,170 当社の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

  

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

  

コンテンツ
＆ソリュー
ション事業 
（千円） 

  
プロダクツ 
事業 
（千円） 

リサーチ＆
コンサルテ
ィング事業 
（千円） 

サービス事業
（千円） 

  
計 

（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

  
連結 
（千円） 

売上高                                   

(1）外部顧客に対する

売上高 
 1,165,240  585,822  257,049 176,277  2,184,389  ―  2,184,389

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 ―  3,255  ― 2,058  5,313  △5,313  ―

計  1,165,240  589,077  257,049 178,335  2,189,703  △5,313  2,184,389

営業費用  850,743  343,428  89,705 168,064  1,451,942  510,342  1,962,284

営業利益  314,497  245,649  167,343 10,270  737,760  △515,655  222,105

事業区分 事業内容 

コンテンツ＆ソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシステ

ム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易にす

るユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの

集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）と

いったソフトウエア、プロダクツとして提供する事業及

び、ハードウエアの設計、開発、販売等 

リサーチ＆コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサー

ビス展開を検討している企業向けのコンサルティング及び

システム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当連結会計年度
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営

業費用の金額 
512,600 当社の管理部門に係る費用であります。
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  （１株当たり情報） 

 <訂正前> 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円71,107.21

 １株当たり中間純損

失金額 
円47,735.09

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円126,641.07

 １株当たり中間純損

失金額 
円3,726.23

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円116,706.06

 １株当たり当期純損

失金額 
円41,711.25

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額                

中間（当期）純損失（千円）  1,727,485  166,245  1,596,331

普通株主に帰属しない金額（千円） ―  ―  ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
 1,727,485  166,245  1,596,331

普通株式の期中平均株式数（株）  36,189  44,615  38,271

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権付社債１種類

（目的となる株式の数

4,046株）、新株予約権

３種類（新株予約権の目

的となる株式の数3,190

株） 

新株予約権４種類（新株

予約権の目的となる株式

の数2,757株） 

新株予約権付社債１種類

（目的となる株式の数

2,097.90株）、新株予約

権４種類（新株予約権の

目的となる株式の数

3,281株） 
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 <訂正後> 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円71,107.21

１株当たり中間純損

失金額 
円47,735.09

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円121,599.04

１株当たり中間純損

失金額 
円5,855.56

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 １株当たり純資産額 円113,610.05

１株当たり当期純損

失金額 
円45,121.14

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額                

中間（当期）純損失（千円）  1,727,485  261,245  1,726,831

普通株主に帰属しない金額（千円） ―  ―  ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
 1,727,485  261,245  1,726,831

普通株式の期中平均株式数（株）  36,189  44,615  38,271

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権付社債１種類

（目的となる株式の数

4,046株）、新株予約権

３種類（新株予約権の目

的となる株式の数3,190

株） 

新株予約権４種類（新株

予約権の目的となる株式

の数2,757株） 

新株予約権付社債１種類

（目的となる株式の数

2,097.90株）、新株予約

権４種類（新株予約権の

目的となる株式の数

3,281株） 
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<訂正前>  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆

コンサルティング事業からコンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．当中間連結会計期間よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ

＆コンサルティング事業からコンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10

以上の相手先がないため、主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略してお

ります。 

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

５．生産、受注及び販売の状況

事業の種類別セグメント 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューション事業 582,213 244.8  202,737 181.0

プロダクツ事業 269,132 74.5  10,000 53.3

コンサルティング事業 210,565 174.2  128,853 303.7

サービス事業 303,923 ―  ― ―

合計 1,365,835 189.6  341,590 197.2

  （単位：千円）

事業の種類別セグメント 
当中間連結会計期間

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

前年同期比（％） 

システムソリューション事業 541,994 199.7

プロダクツ事業 333,246 94.7

コンサルティング事業 90,470 89.4

サービス事業 309,223 ―

合計 1,274,934 176.0

相手先 

前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

(株)メディアリング 114,438 15.8  ― ―

(株)第一興商 93,396 12.9  ― ―
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<訂正後>  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ

＆コンサルティング事業からコンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １．当中間連結会計期間よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆

コンサルティング事業からコンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10

以上の相手先がないため、主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略してお

ります。 

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューション事業 582,213 244.8  202,737 181.0

プロダクツ事業 174,132 48.2  10,000 53.3

コンサルティング事業 210,565 174.2  128,853 303.7

サービス事業 303,923 ―  ― ―

合計 1,270,835 176.5  341,590 197.2

  （単位：千円）

事業の種類別セグメント 
当中間連結会計期間

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

前年同期比（％） 

システムソリューション事業 541,994 199.7

プロダクツ事業 238,246 67.7

コンサルティング事業 90,470 89.4

サービス事業 309,223 ―

合計 1,179,934 162.9

相手先

前中間連結会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

(株)メディアリング 114,438 15.8  ― ―

(株)第一興商 93,396 12.9  ― ―
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１．平成18年２月中間期の業績（平成17年９月１日～平成18年２月28日） 

<訂正前>  

  

   ②会計処理の方法の変更 無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

  

平成18年８月期 個別中間財務諸表の概要 

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年２月中間期 608 △15.9 △120 ─ △116 ─ 

17年２月中間期 724 14.9 44 △64.0 17 △84.0

17年８月期 1,681   344   313   

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  

  百万円 ％ 円 銭  

18年２月中間期 △108 ─ △2,430 94   

17年２月中間期 3 △95.0 87 17   

17年８月期 153   3,998 42   

（注）①期中平均株式数 18年２月中間期   44,615株 17年２月中間期 36,189株 17年８月期   38,271株 

(2）配当状況   

  
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

  

  円 銭 円 銭  

18年２月中間期 0 00     ――――――   

17年２月中間期 0 00     ――――――   

17年８月期     ―――――― 0 00   

(3）財政状態  （百万円未満切捨）

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

18年２月中間期 7,663 7,422 96.8 165,954 96

17年２月中間期 7,378 4,455 60.4 116,080 76

17年８月期 7,893 6,627 84.0 157,222 41

（注）①期末発行済株式数 18年２月中間期   44,724株 17年２月中間期 38,386株 17年８月期     42,151株

   ②期末自己株式数 18年２月中間期    372.41株 17年２月中間期  368.36株 17年８月期   371.51株
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<訂正後>  

  

   ②会計処理の方法の変更 無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

  

  

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年２月中間期 532 △26.4 △196 ─ △192 ─ 

17年２月中間期 724 14.9 44 △64.0 17 △84.0

17年８月期 1,551   213   182   

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  

  百万円 ％ 円 銭  

18年２月中間期 △184 ─ △4,134 41   

17年２月中間期 3 △95.0 87 17   

17年８月期 22   588 52   

（注）①期中平均株式数 18年２月中間期   44,615株 17年２月中間期 36,189株 17年８月期   38,271株 

(2）配当状況   

  
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

  

  円 銭 円 銭  

18年２月中間期 0 00     ――――――   

17年２月中間期 0 00     ――――――   

17年８月期     ―――――― 0 00   

(3）財政状態  （百万円未満切捨）

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

18年２月中間期 7,663 7,215 94.2 161,337 75

17年２月中間期 7,378 4,455 60.4 116,080 76

17年８月期 7,763 6,496 83.7 154,126 40

（注）①期末発行済株式数 18年２月中間期   44,724株 17年２月中間期 38,386株 17年８月期     42,151株

   ②期末自己株式数 18年２月中間期    372.41株 17年２月中間期  368.36株 17年８月期   371.51株
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 (1) 中間貸借対照表 

 <訂正前> 

  

６．個別中間財務諸表等

    
前中間会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金    4,280,799   1,568,246  2,899,513   

２．受取手形    708   ―  708   

３．売掛金    242,691   214,566  383,365   

４．たな卸資産    48,108   107,599  19,381   

５．その他 ※２  22,833   134,485  29,490   

  貸倒引当金    △1,460   △1,287  △2,335   

流動資産合計     4,593,681 62.3 2,023,611 26.4 3,330,124 42.2

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１  23,184   224,645  241,467   

２．無形固定資産    110,425   185,578  150,971   

３．投資その他の資産         

 （１）投資有価証券    706,181   3,046,986  2,262,196   

 （２）関係会社株式    1,400,000   1,450,000  1,400,000   

 （３）関係会社社債    450,000   497,856  450,000   

 （４）その他    94,760   235,177  58,864   

計    2,650,941   5,230,019  4,171,060   

固定資産合計     2,784,551 37.7 5,640,243 73.6 4,563,498 57.8

資産合計     7,378,232 100.0 7,663,854 100.0 7,893,622 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金    104,982   99,150  46,056   

２．未払法人税等    6,359   9,252  132,000   

３．その他 ※２  32,174   21,099  69,959   

流動負債合計     143,516 1.9 129,502 1.7 248,016 3.1

Ⅱ 固定負債         

１. 転換社債型新株予約
権付社債    2,760,000   ―  900,000   

２．その他    18,839   112,182  118,524   

固定負債合計     2,778,839 37.7 112,182 1.5 1,018,524 12.9

負債合計     2,922,356 39.6 241,685 3.2 1,266,540 16.0

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     1,873,486 25.4 3,261,679 42.6 2,806,287 35.6

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金    2,150,080   3,533,657  3,081,562   

２．その他資本剰余金    2,850   2,850  2,850   

資本剰余金合計     2,152,930 29.2 3,536,507 46.1 3,084,412 39.1

Ⅲ 利益剰余金         

１．中間（当期）未処分
利益    413,576   454,988  563,445   

利益剰余金合計     413,576 5.6 454,988 5.9 563,445 7.1

Ⅳ その他有価証券評価差
額金     28,155 0.4 183,564 2.4 187,063 2.4

Ⅴ 自己株式     △12,272 △0.2 △14,570 △0.2 △14,127 △0.2

資本合計     4,455,875 60.4 7,422,169 96.8 6,627,081 84.0

負債資本合計     7,378,232 100.0 7,663,854 100.0 7,893,622 100.0
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 <訂正後> 

  

    
前中間会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金    4,280,799   1,568,246  2,899,513   

２．受取手形    708   ―  708   

３．売掛金    242,691   214,566  252,865   

４．たな卸資産    48,108   107,599  19,381   

５．その他 ※２  22,833   134,485  29,490   

  貸倒引当金    △1,460   △1,287  △2,335   

流動資産合計     4,593,681 62.3 2,023,611 26.4 3,199,624 41.2

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１  23,184   224,645  241,467   

２．無形固定資産    110,425   185,578  150,971   

３．投資その他の資産         

 （１）投資有価証券    706,181   3,046,986  2,262,196   

 （２）関係会社株式    1,400,000   1,450,000  1,400,000   

 （３）関係会社社債    450,000   497,856  450,000   

 （４）その他    94,760   235,177  58,864   

計    2,650,941   5,230,019  4,171,060   

固定資産合計     2,784,551 37.7 5,640,243 73.6 4,563,498 58.8

資産合計     7,378,232 100.0 7,663,854 100.0 7,763,122 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金    104,982   99,150  46,056   

２．未払法人税等    6,359   9,252  132,000   

３．預り金    ―   210,502  3,431   

４．その他 ※２  32,174   17,097  66,527   

流動負債合計     143,516 1.9 336,002 4.3 248,016 3.2

Ⅱ 固定負債         

１. 転換社債型新株予約
権付社債    2,760,000   ―  900,000   

２．その他    18,839   112,182  118,524   

固定負債合計     2,778,839 37.7 112,182 1.5 1,018,524 13.1

負債合計     2,922,356 39.6 448,185 5.8 1,266,540 16.3

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     1,873,486 25.4 3,261,679 42.6 2,806,287 36.1

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金    2,150,080   3,533,657  3,081,562   

２．その他資本剰余金    2,850   2,850  2,850   

資本剰余金合計     2,152,930 29.2 3,536,507 46.2 3,084,412 39.8

Ⅲ 利益剰余金         

１．中間（当期）未処分
利益    413,576   248,488 432,945   

利益剰余金合計     413,576 5.6 248,488 3.2 432,945 5.6

Ⅳ その他有価証券評価差
額金     28,155 0.4 183,564 2.4 187,063 2.4

Ⅴ 自己株式     △12,272 △0.2 △14,570 △0.2 △14,127 △0.2

資本合計     4,455,875 60.4 7,215,669 94.2 6,496,581 83.7

負債資本合計     7,378,232 100.0 7,663,854 100.0 7,763,122 100.0
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  (2) 中間損益計算書 

  <訂正前> 

  

    
前中間会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％）
金額（千円）

百分比
（％）

金額（千円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高    724,313 100.0 608,808 100.0 1,681,792 100.0

Ⅱ 売上原価    465,031 64.2 382,018 62.8 826,839 49.2

売上総利益    259,281 35.8 226,789 37.2 854,953 50.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    214,972 29.7 347,722 57.1 510,644 30.3

営業利益又は営業損失
（△）    44,309 6.1 △120,933 △19.9 344,308 20.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,520 0.3 7,526 1.2 6,470 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  29,106 4.0 3,277 0.5 37,318 2.2

経常利益又は経常損失
（△）    17,723 2.4 △116,684 △19.2 313,461 18.6

 Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 1,048 0.2 ― ―

 Ⅶ 特別損失 ※４  3,597 0.5 23,665 3.9 47,024 2.8

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（△） 

   14,126 1.9 △139,302 △22.9 266,436 15.8

法人税、住民税及び事
業税    1,507   1,348  124,364   

法人税等調整額    9,463 10,971 1.5 △32,194 △30,845 △5.1  △10,951 113,413 6.7

中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）    3,154 0.4 △108,456 △17.8 153,023 9.1

前期繰越利益    410,421 563,445 410,421

中間(当期)未処分利益    413,576 454,988 563,445
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  <訂正後> 

    
前中間会計期間

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％）
金額（千円）

百分比
（％）

金額（千円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高    724,313 100.0 532,808 100.0 1,551,292 100.0

Ⅱ 売上原価    465,031 64.2 382,018 71.7 826,839 53.3

売上総利益    259,281 35.8 150,789 28.3 724,453 46.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    214,972 29.7 347,722 65.3 510,644 32.9

営業利益又は営業損失
（△）    44,309 6.1 △196,933 △37.0 213,808 13.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,520 0.3 7,526 1.4 6,470 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  29,106 4.0 3,277 0.6 37,318 2.4

経常利益又は経常損失
（△）    17,723 2.4 △192,684 △36.2 182,961 11.8

 Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 1,048 0.2 ― ―

 Ⅶ 特別損失 ※４  3,597 0.5 23,665 4.4 47,024 3.0

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（△） 

   14,126 1.9 △215,302 △40.4 135,936 8.8

法人税、住民税及び事
業税    1,507   1,348  124,364   

法人税等調整額    9,463 10,971 1.5 △32,194 △30,845 △5.8  △10,951 113,413 7.3

中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）    3,154 0.4 △184,456 △34.6 22,523 1.5

前期繰越利益    410,421 432,945 410,421

中間(当期)未処分利益    413,576 248,488 432,945
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  （１株当たり情報） 

 <訂正前> 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

  

注記事項

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 円116,080.76

１株当たり中間純利益

金額 
円87.17

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
円79.09

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 165,954.96円

１株当たり中間純損失

金額 
円2,430.94

１株当たり純資産額 円157,222.41

１株当たり当期純利益

金額 
円3,998.42

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
円3,585.28

 当社は、平成16年７月20日付で１株

につき３株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

の１株当たり情報については以下のと

おりとなります。 

    

  

１株当たり純資産額 円13,552.81

１株当たり中間純利益

金額 
円2,986.46

    

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、かつ店頭登録もしていない

ため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

    

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益又は中間純損失（△）
（千円） 3,154 △108,456 153,023

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

 普通株式に係る中間（当期）純利 
 益又は中間純損失（△）（千円） 3,154 △108,456 153,023

 普通株式の期中平均株式数（株） 36,189 44,615 38,271

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利
益金額    

 中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

 普通株式増加数（株） 3,697 ― 4,410

 （うち新株予約権（株）） ( ) 3,697 ( ) ― (  )4,410

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

 ─────
新株予約権４種類（新株予約
権の目的となる株式の数2,757
株） 

新株予約権１種類(目的
となる株式の数470株） 
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 <訂正後> 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 円116,080.76

１株当たり中間純利益

金額 
円87.17

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
円79.09

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 円161,337.75

１株当たり中間純損失

金額 
円4,134.41

１株当たり純資産額 円154,126.40

１株当たり当期純利益

金額 
円588.52

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
円527.71

 当社は、平成16年７月20日付で１株

につき３株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

の１株当たり情報については以下のと

おりとなります。 

    

  

１株当たり純資産額 円13,552.81

１株当たり中間純利益

金額 
円2,986.46

    

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、かつ店頭登録もしていない

ため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

    

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益又は中間純損失（△）
（千円） 3,154 △184,456 22,523

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

 普通株式に係る中間（当期）純利 
 益又は中間純損失（△）（千円） 3,154 △184,456 22,523

 普通株式の期中平均株式数（株） 36,189 44,615 38,271

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利
益金額    

 中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

 普通株式増加数（株） 3,697 ― 4,410

 （うち新株予約権（株）） ( ) 3,697 ( ) ― (  )4,410

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

 ─────
新株予約権４種類（新株予約
権の目的となる株式の数2,757
株） 

新株予約権１種類(目的
となる株式の数470株） 
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